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地域のさまぎまなニーズにこたえる地域情報システム

日立製作所は,総合福祉,教育,産業振興,地域コミュニティ間の交流などのさまざまなニーズにこたえて,高速･大容量ネットワークの

構築から運営,各分野のアプリケーションの融合に至る,幅広いソリューションを提案する｡

わが国は,2005年までに世界最先端の汀国家となることを目指し,2001年1月に｢e-+apan戦略+を決定した｡｢e-+apan戦略+

の取り組みの一つとしてあげられている電子政府･自治体の構築は,当初は中央省庁･自治体の内部事務の効率化や,電子申

請･調達,情朝公開などを中心に進められてきた｡最近は,住民･企業の多様なニーズにこたえるために､健康･福祉,教育,

産業振興や地域コミュニティ間の交流などの分野へと広がりを見せている｡

日立製作所は.公共分野･民間分野の情幸馴ヒのノウハウと最先端のITを駆使し,地域情幸馴ヒのための構想策定から.システ

ム構築,運営までの幅広いソリューションを提案することにより,地域の個性を生かした活性化を支援していく｡

はじめに

インターネットの急速な普及により,国境や地域を越

えて情報を瞬時にやり取りすることが可能となり,いわ

ゆるIT(Information Technology:情報技術)革命が進

行している｡

民間企業は,インターネットが持つ,情報･知識の共

有や遠隔地との共同作業などの利点を活用して企業競争

力の強化を図っており,e-ビジネスやe-マーケットプレイ

スなどの新しいビジネス形態が出現している｡

一方,行政面では,業務のスピードアップを目的とし

た内部事務の効率化に加え,多様な住民･企業のニーズ

にこたえるためのIT投資が増大してきている｡

地域の情報化には,公共分野にとどまらず,民間分野

との連携が不可欠であり,これにより,地域の活性化や

魅力ある街作りが実現する｡

ここでは,このような地域情報化のための,日立製作

所が提案するソリューションについて述べる｡
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地域情報化の動向

2.1地域情幸馴ヒに対するわが国の施策

わが国は,すべての国民がITを積極的に活用し,その

恩恵を最大限に享受できる世界最先端のIT国家の実現に

向けて,2001年1月に国家戦略として｢e-Japan戦略+を決

定した｡

この日標を達成するために,2001年3月に策定された

｢e-Japan重点計画+では,｢世界最高水準の高度情報通信

ネットワークの形成+や,｢行政･公共分野の情報化+な

どが重点政策としてあげられている(図1参照)｡

｢e-Japan重点計画+を受けて2001年6月に発表された｢e-

Japan2002プログラム+では,平成14年度におけるIT施策

の5本の柱が示されるとともに,世界最先端のIT国家を,

国民だけでなく,世界に広く提示するためのショーケー

スとして,｢e!プロジェクト+を推進することがうたわれ

ている｡さらに,2001年10月には総務省が｢全国ブロー

ドバンド構想+を発表するなど,2005年の世界最先端IT

国家実現に向けて種々の施策が打ち出されている｡

また,各省庁は｢地域イントラネット基盤施設整備事

業+をはじめとする各種の整備事業や,"ITCity'',｢地域

ITS+などの実証実験･社会実験により,自治体や地域

コミュニティの情報化推進を支援している｡

2.2 自治体の動向と課題

現在,多くの自治体は少子･高齢化や財政難などの課

題を抱えており,さらに,地方分権の推進により,業務

の増大も想定される｡このような状況に対応するために
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図1｢e-Japan重点計画+の重点政策分野と横断的課題

2001年3月に策定されたe-+apan重点計画では,5項目の重点政

策分野と4項目の横断的な課題があげられている｡

は,広域連携行政の展開や市町村合併による経営基盤の

強化と併せて,ITの活用による地域の活性化が不可欠で

ある｡

自治体の情報化は,｢行政情報化+と｢地域情報化+に大

別できる｡このうち,多くの自治体は,内部事務の効率

化や,住民サービス向上のための電子申請･届け出,電

子調達,情報公開など｢行政情報化+の分野の整備を先行

して進めている｡

一方,先進的な地域では,自治体と企業･地域住民が

一体となり,健康･福祉,教育,地域産業振興や,地域

コミュニティ間の交流など,｢地域情報化+の分野まで範
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図2 行政情報イヒと地域

情報化

行政情幸糾ヒと地域情幸糾ヒ

を連携させることにより.

地域の活性化を進めていく

ことが重要である｡
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囲を広げた情報化を進めている｡その具体例として,IC

カードを用いた健康･医療･福祉の連携,地域通貨を用

いたボランティア活動や商店街の活性化,ネットワーク

回覧版やネットワーク投票による町内会の電子化などが

あげられる｡

しかし,｢行政情報化+と｢地域情報化+の範囲は重複し

ており,今後の情報化の進展と相まって,その重複範囲

はさらに広がるものと考えられる(図2参照)｡

したがって,地域の総合的な活力強化を図るためには,

自治体が中心となって地域情報基盤を整備し,｢行政情

報化+と｢地域情報化+を相引こ連携させて推進し,地域

住民の多様なニーズにこたえていくことが重要である｡

また,地域情報化の推進にあたっては,推進母体とし

てのNPO(Nonprofit Organization)やNGO(Nongov-

ernmentalOrganization),ボランティアなどとの連携が

重要であり,システムの導入･運営にあたっては,PFI

(Private FinanceInitiative)による民間資本の活用や,

アプリケーションサービス プロバイダー(ASP),デー

タセンターなどへの外部委託も視野に入れて検討を行う

ことが望ましい｡

地域情幸肘ヒに対する日立製作所のコンセプト

地域を活性化するためには,ITを活用して地域のプ

レーヤーである自治体,住民,企業の問の情報流通･利

用を促進し,地域の新たな価値を創造することが重要で

あると考える｡

最近は,｢エビキタス情報社会+と言われるように,

公共･民間分野の 最先端の情報通信 地域情報トータル
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図3 地域情報化に対する日立製作所のコンセプト

日立製作所は,｢生活シーンの隅々まで情報を流通させる21世

紀型ネットワーク社会の構築+をコンセプトに,地域の新たな価

値創造を支援する｡

｢いつでも,だれでも,どこででも情報の人手･提供が

可能+なことが望まれている｡このような社会では,すべ

ての人が情報を容易に入手できるだけでなく,情報発信

も可能となるため,情報を通じて人と人との結び付きが

強まり,社会･経済活動も活発になるものと考えられる｡

インターネットは情報流通を飛躍的に拡大したが,だ

れもが使えるものではなく,また,ほんとうに必要な情

報が十分ではないとも言われている｡エビキタス情報社

会を実現させるためには,情報弱者も含めたすべての人

が利用できる仕組み作りが必要であり,コンピュータを

意識しないユーザー本位のインタフェース開発,必要な

情報と人が出会えるような情報流通技術など,数多くの

課題を解決する必要がある｡

日立製作所は,ユビキタス情報社会に向けた種々の技

術開発を進めている｡これらの技術を核として,｢生活

シーンの隅々まで情報を流通させる21世紀型ネットワー

ク社会の構築+をコンセプトに,地域情報トータルソ

リューションにより,地域の新たな価値創造を支援する

(図3参照)｡

地域情報化を支える日立製作所の技術

日立製作所は,地域情報化に関する各分野のアプリ

ケーション技術から,セキュリティ･分散処理などのプ

ラットフォーム技術,通信ネットワーク･情報機器など

の基盤技術まで,幅広い技術を開発している｡

4.1ADSS(自律分散サービスシステム)

ADSS(AutonomousDecentralizedServiceSystem:

自律分散サービスシステム)は,インターネット上に無数

に存在する個別のサービスを動的に組み合わせ,利用者

に適切なサービスをワンストップで提供する技術である｡

旅行を例にとると,現在,交通機関や宿泊施設などに

関して,サービスプロバイダーがインターネット上でさ

まざまのサービスを提供している｡しかし,旅行者の要

求は,これら個々のサービスを,旅行の目的や条件など

に合うように組み合わせたものであり,よい組み合わせ

を選択するためには,多くのサービスプロバイダーを検

索することが必要とされる｡

ADSSは,このような手間の掛かる作業の自動化を支

援するもので,オファープロファイルに登録されたプロ

バイダーのサービス内容と利用者の要求するサービス内

容とをマッチングさせ,適切なサービスの組み合わせを

選択する技術である(図4参照)｡

地域コミュニティでは,地域通貨を用いたボランテイ
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図4 ADSSの適用例

ADSSを旅行仲介に適用することにより,旅行の開始から終了ま

でのすべてのサービスをワンストップで提供することができる｡

ア活動支援にこの技術を適用することにより,サービス

の提供者と依頼者の仲介をリアルタイムで行うことが可

能となった｡これにより,多くの人がボランティア活動

に参加できる環境が作られ,地域通貨の流通も活性化さ

れるものと考えられる｡

この技術は,日立製作所のミドルウェア"Cosminexus

上で稼動するプロダクトに採用されており,これによっ

て利用者の多様なニーズにワンストップでリアルタイム

にこたえるという,これまで存在しなかったインター

ネットサービスが可能になる｡

現在,分散オブジェクト技術の標準化団体``OMG

(Object Management Group)''は,ADSSの普及･実用

化を促進するための国際標準化を推進中である｡この技

術は,今後,公共システムと民間システムを連携させた

大規模な地域住民用のワンストップサービスや,高度交

通情報サービス(ITS:Intelligent Transport Systems)

などにも採用されていくものと期待される｡

4.2 超分散システム

ユビキタス情報社会では,道路,建物,設備などの人

間を取り巻く環境にコンピュータが組み込まれ,人間が

コンピュータを意識することなく,インテリジェント化

された環境が状況や人間の好みを理解し,人々の暮らし

をサポートする,人間中心の世界を目指している｡

超分散システムは,このような社会を実現するために

日立製作所が開発を進めている技術である｡人間ひとり

ひとりの要望や好みなどに合わせて,その場所,その人,

その時ならではのサービスを提供することを目標として
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SA(SocialAgent;社会エージェント)

図5 超分散システムの概念

｢社会エージェント+が能動的に情報交換を行い,人々に適切な

サービスを提供する｡

いる｡

超分散システムの核となる技術は,多数のコンピュータ

が能動的に相互に情報のやり取りを行い,適切なサービ

スを提供する｢社会エージェント+と呼ぶソフトウェアで

ある｡日立製作所は,現存,環境に組み込まれたコン

ピュータや,人間が身に付けるコンピュータを相互に連

携させることにより,周辺環境を認識し,個人の噂(し)

好に合わせたサービスシナリオの創生や,照明･空調な

どの設備を制御する,｢人と環境の協調を目的とした社

会エージェント+を開発中である｡また,人と人との協

調をH的として,個人のニーズに基づいて必要な情報を

能動的に検索,発信する｢社会エージェント+の開発も進

めている(.図5参照)｡

地域情報化に対する日立製作所の

ソリューション

｢地域情報化+の対象は広範囲にわたり,また,地域の

特性,住民のニーズもさまざまである｡このため,おの

おのの地域に適した地域情報化を推進することが重要で

ある｡

日立製作所は,地域情報化の構想策定段階では,地理

的条件,産業構造,人口構成,文化･伝統や,情報化

の現状と課題,住民の意識などを現地調香し,地域情報

化計画を策定するためのコンサルティングサービスを掟
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図6 地域情事馴ヒのための日立製作所のソリューション

地域特性やニーズを考慮して幅広いサービスを融合することに

より,適切なソリューションを提供する｡

供している｡

また,システムの構築･運営段階では,光ネットワー

ク･CATVなどのネットワーク基盤,電子認証･セキュ

リティ･GIS(地理情報システム)などのプラットフォー

ム,総合福祉･教育･産業振興などのアプリケーション

から適切なものを組み合わせるシステム構築サービス,

アウトソーシングやデータセンターなどを含めた運営･

維持管理サービスを提供している｡

このように,日立製作所は,｢地域情報化+に関する

あらゆる技術･サービスを融合し,適切なソリューショ

ンを提供することにより,地域の新たな価値創造を支援

する(図6参照)｡

おわりに

ここでは,ITを活用した地域情報化のためのトータル

ソリューションについて述べた｡

日立製作所は,｢地域情報化+のためのトータルソリュー

ションに加え,｢行政情報化+に関しても,企画,設計,

構築から運用･保守までを｢電子自治体ソリューション+

として提案している｡今後,地域情報化と行政情報化を

組み合わせることにより,さらに豊かで安心して暮らせ

る社会の実現に向けて貢献していく考えである｡
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